
金　　額 金　　額

(資産の部) 円 (負債の部) 円 

流　動　資　産 1,684,887,367 流　動　負　債 578,573,727 

現 金 お よ び 預 金 442,266,926 短 期 借 入 金 83,264,000 

売 掛 金 17,336,013 未 払 金 162,425,000 

未 収 金 195,140,228 未 払 費 用 121,367,336 

貯 蔵 品 14,428,128 未 払 法 人 税 等 66,299,500 

前 払 費 用 2,302,974 賞 与 引 当 金 32,905,540 

関係会社短期貸付金 1,000,000,000 そ の 他 の 流 動 負 債 112,312,351 

そ の 他 流 動 資 産 15,240,393 固　定　負　債 415,518,101 

貸 倒 引 当 金 △ 1,827,295 長 期 借 入 金 253,805,000 

固　定　資　産 2,102,008,956 退 職 給 付 引 当 金 42,564,621 

　有 形 固 定 資 産 1,476,358,505 役員退職慰労引当金 5,083,500 

建 物 283,917,185 預 り 加 入 保 証 金 97,865,024 

構 築 物 552,213,426 資 産 除 去 債 務 16,199,956 

放 送 設 備 280,782,206 

通 信 設 備 136,114,337 

車 両 運 搬 具 1 (純資産の部)

工 具 器 具 備 品 223,331,350 株　主　資　本 2,792,804,495 

　無 形 固 定 資 産 7,244,380 　資    本    金 680,000,000 

電 話 加 入 権 1,457,794 　資 本 剰 余 金 70,000,000 

ソ フ ト ウ ェ ア 5,786,586 資　本　準　備　金 70,000,000 

　投資その他の資産 618,406,071 　利 益 剰 余 金 2,042,804,495 

長 期 前 払 費 用 566,611,725 利　益　準　備　金 21,750,000 

差 入 保 証 金 19,330,000 その他利益剰余金 2,021,054,495 

繰 延 税 金 資 産 32,413,346 　　繰越利益剰余金 2,021,054,495 

そ の 他 の 投 資 等 51,000 

994,091,828 負　　債　　計

貸 借 対 照 表

科　　目科　　目

(令和2年3月31日現在)

純　資　産　計 2,792,804,495 

資 　産 　合 　計 3,786,896,323 負債･純資産 合計 3,786,896,323 
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円 円 

1,235,159,533  

1,313,727,816  

125,237,510  2,674,124,859  

1,450,442,084  

1,223,682,775  

751,745,665  

471,937,110  

2,982,502  

8,892,376  11,874,878  

5,473,477  

430,954  5,904,431  

477,907,557  

7,423,187  7,423,187  

14,701,742  14,701,742  

470,629,002  

139,000,000  

6,136,596  145,136,596  

325,492,406  

受 取 利 息

雑 収 入

売 上 総 利 益

販売費および一般管理費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

そ の 他 の 収 入

売 上 原 価

営 業 利 益

固 定 資 産 除 却 損

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 当 期 純 利 益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

法人税､住民税および事業税

損 益 計 算 書

売 上 高

放 送 事 業 収 入

通 信 事 業 収 入

金 額

令和  2 年  3 月 31 日まで

平成 31 年  4 月  1 日から

科 目
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)資産の評価基準および評価方法

たな卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品：先入先出法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法により算定)によっています。

(2)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く)：定額法によっています。

無形固定資産(リース資産を除く)：自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期

   間（５年）に基づく定額法によっています。

長期前払費用：定額法によっています。

リ ー ス 資 産：所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法は、

リース期間を耐用年数とし、リース契約上に残価保証の取決めがある場合には、

残存価額を当該残価保証額とし、ない場合には零とする定額法によっています。

(3)引当金の計上基準

a) 貸 倒 引 当 金 ： 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

b) 賞 与 引 当 金 ： 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上

しています。

c) 退 職 給 付 引 当 金 ： 従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給

額より、勤労者退職金共済機構の期末支給見込額を控除した額を

計上しています。

d) 役員退職慰労引当金 ： 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退任慰労金規程に基

づく期末要支給額を計上しています。

(4)消費税等の会計処理方法

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。

２．貸借対照表に関する注記

(1)有形固定資産の減価償却累計額 3,832,119,706 円

(2)関係会社に対する金銭債権および金銭債務

（貸借対照表に別掲しているものを除く）

関係会社に対する短期金銭債権 44,000 円

関係会社に対する短期金銭債務 26,444,324 円

(3)担保に供している資産

251,066,379 円

2,886,580 円

 担保に係る債務の金額

39,236,000 円

144,087,000 円

建 物

放 送 設 備

短 期 借 入 金

長 期 借 入 金

個　別　注　記　表
平成 31 年  4 月  1 日から

令和  2 年  3 月 31 日まで
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３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上原価 283,545,682円

販売費および一般管理費 29,918,086円

営業取引以外の取引による取引高 10,392,610円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

(1)当事業年度の末日における発行済株式の数

普通株式 15,000株

(2)当事業年度中に行った剰余金の配当

配当金の総額 37,500,000円

一株当たり配当額 2,500円

基準日 平成31年3月31日

効力発生日 令和元年6月28日

(3)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　令和2年6月26日開催の定時株主総会の議案として普通株式の配当に関する

事項を提案いたします。

配当金の総額 37,500,000円

配当の原資 繰越利益剰余金

一株当たり配当額 2,500円

基準日 令和2年3月31日

効力発生日 令和2年6月30日

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

10,075,676円

1,539,785円

3,967,494円

559,518円

79,378円

13,033,286円

1,556,567円

4,960,426円

繰延税金資産小計 35,772,130円

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 3,358,784円

繰延税金負債合計 3,358,784円

繰延税金資産の純額 32,413,346円

賞与未払社会保険料

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

未 払 事 業 税

資 産 除 去 債 務

役員退職慰労引当金

貸 倒 引 当 金

繰 延 消 費 税
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６．金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項

より資金を調達しております。

図っております。

　借入金の使途は運転資金および設備投資資金であります。

株式会社への貸付であります。

(2)金融商品の時価等に関する事項

とおりであります。

①現金および預金

②売掛金

③未収金

④関係会社短期貸付金

⑤未払金

⑥長期借入金 (*2)

(*1)負債に計上されているものについては、(　　)で示しております。

(*2)長期借入金に1年以内返済予定の残高を含めております。

(注1)金融商品の時価の算定方法に関する事項

①現金および預金、②売掛金、③未収金、④関係会社短期貸付金、⑤未払金

額によっております。

⑥長期借入金

引いて算出する方法によっております。

(注2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　差入保証金19,330,000円および預り加入保証金97,865,024円は、市場価格が無いことと、

　将来の合理的なキャッシュフローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて

　困難であるため、上記表に含めておりません。

(注3)長期借入金の決算日後の返済予定額  (単位:千円)

1年超 2年超 3年超 4年超 5年超

2年以内 3年以内 4年以内 5年以内 10年以内

長期借入金 83,264 73,268 57,272 43,318 45,300 34,647

区分 1年以内

1,000,000,000

(337,069,000) △ 10,460,677

令和2年3月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の

円 円 

442,266,926

時価 (*1)
貸借対照表
計上額 (*1)

種 別

442,266,926 －
円 

差額

－

(162,425,000)

1,000,000,000

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しており、銀行等金融機関からの借入に

　売掛金および未収金に係る顧客の信用リスクは、リスク管理の方針に沿ってリスクの低減を

　関係会社短期貸付金は、キャッシュマネジメントシステムによる近鉄ケーブルネットワーク

(347,529,677)

(162,425,000)

195,140,228

－

10年超

-

－

－

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価

この時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

17,336,013

195,140,228

17,336,013
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７．資産除去債務に関する注記

ません。

８．関連当事者との取引に関する注記

取引条件および取引条件の決定方針等

　(注) 短期資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。

９．１株当たり情報に関する注記

(1)１株当たり純資産額

(2)１株当たり当期純利益額

当社が保有する社屋は、定期借地契約を締結した土地に建設しており、契約期間満了時には

社屋撤去と原状回復の義務を有しておりますため、資産除去債務を計上しております。・・・

97銭

期末残高

―

取引の
内容

短期資金
の貸付
(注)

利息の
受取
(注)

1,000,000,000

共架契約を解除することは想定できないため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しており

科目

円

取引金額

2,969,423

属性

その他の
関係会社 (38.5%)

インター
ネット
接続

サービス

議決権等
の所有

(被所有)
割合

被所有

関係内容

事業上の
関係

1,000,000,000

―

円
関係会社
短期

貸付金

49銭21,699円

186,186円

また、当社が保有する伝送路設備は、電力会社等所有の電柱に共架しており、電柱の撤去や

移設が必要となった場合、撤去･移設する義務を有しております。しかし、事業を継続する上で

会社等の名称

近鉄ケーブル
ネットワーク

株式会社

役員の
兼任等

 4名
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